
働き方改革セミナー働き方改革セミナー

主催：総務省・沖縄総合通信事務所　共催：沖縄県

協力：テレワーク推進フォーラム

担当：荒木
TEL：03-5577-4572　FAX：03-5577-4582
E-mail：hatarakikata@japan-telework.or.jp

開催日程

※引き続き16:00より個別相談会

沖縄県那覇市西3-11-1
TEL：098-863-9311
http://www.pref.okinawa.lg.jp/site/somu/jichiken/1910.html

（開場12：30）

平成29年10月13日

50名

無料

沖縄県男女共同参画センター
 ＜てぃるる＞
沖縄県自治研修所　８階　特別研修室

13：00～16：00

金
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～『働く、が変わる』テレワーク～

【お問い合わせ】
一般社団法人日本テレワーク協会

（受託事業者）
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ICTを活用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方であるテレワークは、「一億総活躍社会の

実現」や「地方創生」に寄与し、「働き方改革」にも有効な手段として期待されています。本セミナーでは、

テレワーク全般の動向、情報通信技術や労務管理上の留意点、導入企業等の事例などを説明します。



WEBサイトからのお申込み：http://teleworkkakudai.jp/seminar/

13:00 ～ 13:10　（10分）

13:10 ～ 13:35　（25分）

13:35 ～ 14:00　（25分）

14:00 ～ 14:25　（25分）

14:35 ～ 15:00　（25分）

15:00 ～ 15:25　（25分）

15:25 ～ 15:50　（25分）

16:00 ～ 17:00

主催者等挨拶

テレワークの導入と課題解決について

テレワーク実施時の労務管理上の留意点

情報通信技術における留意点

講演者のご紹介

以下にご記入いただき、FAXをお願いいたします。

※お申込みは原則WEBサイトからのお申込みとさせて頂きます。WEBサイトからのお申込みが出来ない方は、以下の FAXや電話でのお申込を受け付けます。

働き方改革セミナープログラム

総務省　働き方改革セミナー in 沖縄（10/13）お申込み方法

お名前

1

2

3

個別相談のご希望

「希望する」の場合、ご相談に
なりたい内容をご記入ください。

希望する 希望しない

会社・団体名 部署名 ご連絡先電話番号 ご連絡先メールアドレス

電話でのお申込み：03-5577-4572FAXでのお申込み：03-5577-4582

10分休憩

総務省情報流通行政局

社会保険労務士法人NSR　テレワークスタイル推進室　CWO　武田かおり氏

株式会社テレワークマネジメント　マネージャー　シニア・コンサルタント　鵜澤純子氏

総務省テレワークマネージャー　森本登志男氏

日本航空株式会社　執行役員　人財本部人事教育担当（兼）人事部長　植田英嗣氏

株式会社ダンクソフト　代表取締役　C.E.O.　デジタルアーキテクト　星野晃一郎氏

（例）テレワーク導入時の ICT、労務管理、総務省のテレワーク施策など

テレワーク導入企業等の事例①

テレワーク導入企業等の事例②

テレワーク導入企業等の事例③

個別相談会（事前に相談内容を登録した方）

テレワーク実施時の労務管理上の留意点

社会保険労務士法人 NSR
テレワークスタイル推進室　CWO　武田かおり氏
社会保険労務士。総務省地域情報化アドバイザー。厚生労働省・
総務省事業他にて講演や企業・団体への導入相談に対応。「在宅
勤務～導入のポイントと企業事例（共著）」、「テレワーク最前線（全
24回）」労働新聞連載等、新聞・雑誌・TV出演多数。

昭和 60年日本航空株式会社に入社後、労務、社長秘書を経て、
東京支店法人販売グループ長、整備企画室部長を歴任。平成 22
年以降人事部長、執行役員として、新生 JAL の意識改革と人事・
教育の再構築に携わる。働き方改革についても立ち上げから今日
に至るまでプロジェクトの責任者を担う。

テレワーク導入企業等の事例②

日本航空株式会社　執行役員
人財本部　人事教育担当（兼）人事部長　植田英嗣氏

情報通信技術における留意点

株式会社テレワークマネジメント　マネージャー
シニア・コンサルタント　鵜澤純子氏
IT コーディネータ。シニアテレワークコンサルタント。2002 年
からフリーランスのWEBディレクターとしてテレワークを開始
し、2010 年より現職。総務省・厚生労働省等のテレワーク事業
で 40社以上の導入を担当。テレワークに関する講演も多数。

テレワーク導入企業等の事例①

総務省テレワークマネージャー　森本登志男氏
京都大学工学部卒。宇部興産、ジャストシステム、マイクロソフト
（日・米）、佐賀県最高情報統括官（ＣＩＯ）を経て、２０１６年 4
月から佐賀県情報エグゼクティブアドバイザーのほか、岡山県特命
参与などにも就任。地域活性化などをテーマとした講演活動も行っ
ている。

テレワーク導入企業等の事例③

株式会社ダンクソフト　代表取締役　C.E.O.　
デジタルアーキテクト　星野晃一郎氏
1956 年　日本橋生まれ。1986 年 9月　株式会社デュアルシス
テム（現ダンクソフト）代表取締役就任＜35期目＞。総務省　
地域情報化アドバイザー、徳島県　集落再生アドバイザー、山口
県　サテライトオフィス誘致アドバイザー、㈳東京ニュービジネ
ス協議会　理事、（社）エコ・ペーパーレス協議会　理事。
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